
　手当等を活用して、従業員に会社の近くに
　住んでもらう試み

◆「引っ越し難民」発生中！
今年は、希望のタイミングで引っ越しができない「引っ越し
難民」が発生しているという報道が続いています。
もともと 3 ～ 4 月は、会社の転勤や学校の新学期に伴う異動
期であり、年間引っ越し件数の 3 分の 1 が集中する繁忙期で
すが、特に今年は人手不足や働き方改革による業界の営業時
間短縮の影響もあって、引っ越し業者が確保できない事態と
なっているようです。
ここでは、従業員の住居と職場の距離について考えてみま
しょう。

◆通勤時間は片道 40 ～ 50 分
NHK が 5 年ごとに行っている「国民生活時間調査」によれば、
2015 年の平均通勤時間（往復）は 1 時間 19 分で、1995 年
からほぼ変わっていません。
都市規模別では東京が最も長く、1 時間 42 分となっています。

◆従業員が職場の近くに住んでくれるメリット
従業員の立場では、必ずしも職場の近くに住みたいとは限り
ませんが、会社としては、従業員が事業所の近くに住んでく
れたほうが喜ばしいものです。
長時間通勤で疲弊することなく業務で力を発揮できる、通勤
手当が低額、緊急の業務や自然災害時の出退勤が容易、といっ
たメリットがあるからです。

◆「近距離手当」を活用する企業
居住地をどこにするかは、言うまでもなく各従業員が自由に
決定すべきことであり、会社は一切の強制をしてはなりませ
ん。
その代わり、職場の近くに住む従業員に「近距離手当」を支
給することで、自発的に職場の近くに引っ越してもらうとい
う方法があります。

「半径○km 以内」や「本社最寄り駅から○駅以内」に住む者

末時点の利用率は 1.4％と、60 歳以降への繰上げの 35.6％に
比べて低く、この周知にも取り組むとされています。

◆高年齢者の就業率引上げ目標
昨年の総務省「労働力調査」によれば、60 ～ 64 歳の就業率
は 63.6％、65 歳以上の就業者数も 10 年間で 1.5 倍に増え、
807 万人となっています。
今回の大綱では、この就業率を 2020 年には 67％とする目標
が掲げられました。

◆健康年齢の延伸目標
中小企業では、再雇用制度等の活用によりシニア従業員にな
るべく長く働いてもらうことで人材を確保しているところが
多くあります。
長く働き続けるためには健康であることが不可欠ですが、大
綱でも、日常生活に支障のない健康寿命を、2013 年時点の
男性 71.19 歳、女性 74.21 歳から、2025 年に 2 歳以上延ば
す目標が設定されました。
就労の場においても、加齢に伴う身体機能の変化を考慮し、
安全と健康確保に配慮した働きやすい快適な職場づくりおよ
び健康確保対策を推進するとしています。

◆事業者に対する支援の充実も明記
シニアの就業は本人の健康・意欲・体力等により多様化する
ことから、テレワークの活用等選択肢を広げるとしています。
また、65 歳までの定年延長や 65 歳以降の継続雇用延長を行
う企業への支援を充実させるとともに、賃金・人事処遇制度
等の条件整備に係る相談・援助の実施や各種助成制度を有効
活用することが明記されました。

平成 3 0 年 4 月号

に対し「月額○万円支給」という形式が典型的で、クックパッ
ド、サイバーエージェントほか様々な企業が採用しています。

◆引っ越し手当と注意点
似たような趣旨で「職場の近距離への引っ越し費用を補助す
る」という手当もあり、ロコンドやグリーなどが採用してい
ます。
ただし、今年のように引っ越し業者の確保すらままならない
場合、引っ越し費用が思わぬ高額となる恐れもあります。
手当の不正受給を防ぐためにも、「○回まで」「○万円まで」
など上限を必ず規定することが重要です。

　「高齢社会対策大綱」にみる
　これからのシニア就業支援施策

◆「高齢社会対策大綱」とは
2 月中旬、政府は「高齢社会対策大綱」を閣議決定しました。
同大綱は日本が高齢社会にどう対応するかの指針であり、5
年ごとに見直されています。
今回は、人を年齢で区別せず国民が希望に応じて意欲・能力
をいかして活躍できる「エイジレス社会」の構築を目指すこ
とが示されました。

◆年金受給開始年齢：70 歳超が可能に
公的年金の受給開始年齢について、選択により 70 歳以降ま
で繰下げ可能にする制度や在職老齢年金の在り方等、働くシ
ニアの多様な実態に応じた制度を検討することが盛り込まれ
ました。
現在でも 65 歳以降 70 歳までの繰下げは可能で、受給額が月
額最大 42％上乗せされるメリットもありますが、2015 年度
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］
○　労働保険一括有期事業開始届の提出
　　＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞
　　［労働基準監督署］

16 日
○　給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出
　　［市区町村］

5 月 1 日
○　預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］
○　労働者死傷病報告の提出
　　＜休業４日未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞
　　［公共職業安定所］
○　公益法人等の法人住民税均等割の申告納付
　　［都道府県・市町村］
○　固定資産税・都市計画税の納付＜第 1 期＞
　　［郵便局または銀行］
　　※都・市町村によっては異なる月の場合がある。

・土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧期間
（4 月 1 日から 20 日または第 1 期目の納期限までのいずれか
遅い日以降の日までの期間）
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